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(57)【要約】
【課題】高い信頼性を確保しつつ簡略な操作により、シ
ールド掘進機の掘進方向を制御することの可能な、シー
ルド掘進機の方向制御システムを提供する。
【解決手段】シールド掘進機を計画線形に沿うよう掘進
させるべく、ジャッキ推力の作用力点として推奨する推
奨力点を、推奨水平力点と推奨垂直力点の合力から算出
する方向制御装置が、掘進管理／線形管理装置から得た
実績ストローク差と実績水平力点の回帰分析、実績ピッ
チング角度差と実績垂直力点の回帰分析をそれぞれ、デ
ータ数を変更して複数回実施する回帰分析結果取得手段
と、回帰分析結果取得手段で得た複数の回帰分析結果の
うち、適宜選択された前記データ数に基づく実績ストロ
ーク差と実績水平力点の回帰分析結果に基づいて推奨水
平力点を、また、適宜選択されたデータ数に基づく実績
ピッチング角度差と実績垂直力点の回帰結果に基づいて
推奨垂直力点を、それぞれ算出する力点位置算出手段と
、を備える。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シールド掘進機に作用するジャッキ推力の作用力点を用いて、該シールド掘進機の掘進
方向を制御するための、シールド掘進機の方向制御システムであって、
　所定区間を掘進するごとに、少なくとも、前記シールド掘進機の実績ストローク差と実
績ピッチング角度差、および前記ジャッキ推力から計算される、前記シールド掘進機の軸
線を通る水平方向線上の実績水平力点と垂直方向線上の実績垂直力点を算出および記録す
る掘進管理／線形管理装置と、
　前記シールド掘進機を計画線形に沿うよう掘進させるべく、前記作用力点として推奨す
る推奨力点を、推奨水平力点と推奨垂直力点の合力から算出する方向制御装置と、を備え
、
　前記方向制御装置が、
　前記掘進管理／線形管理装置から得た前記実績ストローク差と前記実績水平力点の回帰
分析、前記実績ピッチング角度差と実績垂直力点の回帰分析をそれぞれ、データ数を変更
して複数回実施する回帰分析結果取得手段と、
　該回帰分析結果取得手段で得た複数の回帰分析結果のうち、適宜選択された前記データ
数に基づく前記実績ストローク差と前記実績水平力点の回帰分析結果に基づいて前記推奨
水平力点を、また、適宜選択された前記データ数に基づく前記実績ピッチング角度差と前
記実績垂直力点の回帰結果に基づいて前記推奨垂直力点を、それぞれ算出する力点位置算
出手段と、を備えることを特徴とするシールド掘進機の方向制御システム。
【請求項２】
　請求項１に記載のシールド掘進機の方向制御システムにおいて、
　前記力点位置算出手段では、前記推奨水平力点及び前記推奨垂直力点各々の算出に用い
る前記回帰分析結果に、最も高い相関係数を得た前記データ数に基づく前記回帰分析結果
を選択することを特徴とするシールド掘進機の方向制御システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シールド掘進機の掘進方向を制御するための、シールド掘進機の方向制御シ
ステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　シールド施工の省力化や操作の簡略化等を目的として、例えば、特許文献１には、シー
ルド掘進機にシールドジャッキによるジャッキ推力を作用させる際の作用力点を用いて、
シールド掘進機の掘進方向を制御するための、シールド掘進機の方向制御システムおよび
方向制御方法が開示されている。
【０００３】
　特許文献１では、円盤状のカッターヘッドと、該カッターヘッドの縁部に沿って配置さ
れる複数のシールドジャッキと、を備える複数のシールド掘進機において、正面視で左右
端に位置するシールドジャッキの伸縮量の差をストローク差、上下端方向のシールド掘進
機の傾斜角度をピッチング角として設定する。
【０００４】
　そのうえで、所定区間だけ掘進して停止させたシールド掘進機の現在のストローク差お
よびピッチング角を計測するとともに、作業員が、次の所定区間の掘進作業に向けて、シ
ールド掘進機を計画線形に近づけるための目標ストローク差および目標ピッチング角を適
宜設定する。この後、目標ストローク差と現在のストローク差の差分（以降、ＳＪストロ
ーク差の変化量）と過去の「実績による学習直線」から、カッターヘッドの左右端方向の
ＳＪ重心位置を求める。同様に、目標ピッチングと現在のピッチング角（ピッチング角の
変化量）の差分と過去の「実績による学習直線」から、カッターヘッドの上下端方向のＳ
Ｊ重心位置を求める。



(3) JP 2019-82003 A 2019.5.30

10

20

30

40

50

【０００５】
　上記の２方向各々におけるＳＪ重心位置を合成することにより得られる合成ＳＪ重心位
置は、シールド掘進機を計画線形に近づけるために最適なジャッキ推力の作用力点となる
。そこで、次の所定区間の掘進作業は、この合成ＳＪ重心位置と最も近い重心位置となる
ジャッキパターンを適宜選択し、選択したジャッキパターンにて再開すればよい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１０－２６６７６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１によれば、目標ストローク差及び目標ピッチング角を作業員が設定するなど
、人間の判断を取り入れつつ、コンピュータを用いてシールド掘進機の方向制御を行うこ
とが可能となる。
【０００８】
　しかし、特許文献１において、カッターヘッドの左右端方向のＳＪ重心位置および上下
端方向のＳＪ重心位置を求める際に用いる「実績による学習直線」は、制御実績の参照範
囲をあらかじめ設定し（例えば、現在から過去３０リング分等）、この参照範囲の制御実
績データを用いて行った回帰分析結果を利用している。
【０００９】
　このため、制御実績の参照範囲として地盤状況を的確に捉えた範囲が必ずしも設定され
ていない場合が想定され、上記２方向のＳＪ重心位置を合成して得た合成ＳＪ重心位置の
信頼性に課題が生じる。また、掘進途中で地盤が変化する場合には、制御実績の参照範囲
が広すぎると、地盤変化への対応に遅れが生じることも考えられる。
【００１０】
　本発明は、かかる課題に鑑みなされたものであって、その主な目的は、高い信頼性を確
保しつつ簡略な操作により、シールド掘進機の掘進方向を制御することの可能な、シール
ド掘進機の方向制御システムを提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　かかる目的を達成するため、本発明のシールド掘進機の方向制御システムは、シールド
掘進機に作用するジャッキ推力の作用力点を用いて、該シールド掘進機の掘進方向を制御
するための、シールド掘進機の方向制御システムであって、所定区間を掘進するごとに、
少なくとも、前記シールド掘進機の実績ストローク差と実績ピッチング角度差、および前
記ジャッキ推力から計算される、前記シールド掘進機の軸線を通る水平方向線上の実績水
平力点と垂直方向線上の実績垂直力点を算出および記録する掘進管理／線形管理装置と、
前記シールド掘進機を計画線形に沿うよう掘進させるべく、前記作用力点として推奨する
推奨力点を、推奨水平力点と推奨垂直力点の合力から算出する方向制御装置と、を備え、
前記方向制御装置が、前記掘進管理／線形管理装置から得た前記実績ストローク差と前記
実績水平力点の回帰分析、前記実績ピッチング角度差と実績垂直力点の回帰分析をそれぞ
れ、データ数を変更して複数回実施する回帰分析結果取得手段と、該回帰分析結果取得手
段で得た複数の回帰分析結果のうち、適宜選択された前記データ数に基づく前記実績スト
ローク差と前記実績水平力点の回帰分析結果に基づいて前記推奨水平力点を、また、適宜
選択された前記データ数に基づく前記実績ピッチング角度差と前記実績垂直力点の回帰結
果に基づいて前記推奨垂直力点を、それぞれ算出する力点位置算出手段と、を備えること
を特徴とする。
【００１２】
　上述する本発明のシールド掘進機の方向制御システムによれば、回帰分析結果取得手段
にて、実績ストローク差と実績水平力点の回帰分析および実績ピッチング角度差と実績垂
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直力点の回帰分析が、いずれもデータ数を変更して複数回実施される。これにより、例え
ば、掘進する区間が地盤に変化が生じた直後である場合には、推奨水平力点および推奨垂
直力点の算出にそれぞれ、複数の回帰分析結果の中から直近の最も少ないデータ数を用い
て算出した回帰分析結果を選択でき、地盤の変化に対して迅速に対応した推奨力点を算出
することが可能となる。
【００１３】
　本発明のシールド掘進機の方向制御システムは、前記力点位置算出手段では、前記推奨
水平力点及び前記推奨垂直力点各々の算出に用いる前記回帰分析結果に、最も高い相関係
数を得た前記データ数に基づく前記回帰分析結果を選択することを特徴とする。
【００１４】
　上述する本発明のシールド掘進機の方向制御システムによれば、推奨水平力点および推
奨垂直力点を算出するにあたり、複数の中から最も高い相関係数を得た前記データ数に基
づく回帰分析結果を採用する。これにより、シールド掘進機を計画線形に沿うよう掘進さ
せるための作用力点として推奨する推奨力点の信頼性が高まるとともに、シールド掘進機
の方向制御に係る正確性を向上させることが可能となる。
【００１５】
　また、シールド掘進機のオペレータは、方向制御システムにて設定された推奨力点を参
照しつつ、シールド掘進機の性能等を考慮して、シールド掘進機に作用させようとするジ
ャッキ推力の目標力点を決定でき、シールド掘進機の制御に係る作業を簡略化することが
可能となる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、シールド掘進機が計画線形から大きく逸脱することのないよう、シー
ルド掘進機を掘進させるための作用力点として推奨する推奨力点を設定できるため、簡略
な操作により高い信頼性を確保しつつ、シールド掘進機の掘進方向を制御することが可能
となる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施の形態におけるシールド掘進機の方向制御システムの概略を示す図
である。
【図２】本発明の実施の形態における方向制御装置の構成を示す図である。
【図３】本発明の実施の形態におけるシールド掘進機の掘進方向を制御する際の作業手順
を示すフロー図である。
【図４】本発明の実施の形態におけるシールドジャッキと、実績水平力点および実績垂直
力点を示す図である。
【図５】本発明の実施の形態におけるシールド掘進機の計画線形に対する逸脱量を示す図
である。
【図６】本発明の実施の形態における実績ストローク差と実績水平力点の回帰分析結果を
示す図である。
【図７】本発明の実施の形態における実績ピッチング角度差と実績垂直力点の回帰分析結
果を示す図である。
【図８】本発明の実施の形態におけるシールド掘進機にて掘進する地盤の土質状況を示す
図である（その１）。
【図９】本発明の実施の形態におけるシールド掘進機にて掘進する地盤の土質状況を示す
図である（その２）。
【図１０】本発明の実施の形態におけるシールド掘進機にて掘進する地盤の土質状況を示
す図である（その３）。
【図１１】本発明の実施の形態における推奨水平力点、推奨垂直力点および推奨力点を示
す図である。
【図１２】本発明の実施の形態における推奨力点、目標力点、及び実力点を示す図である
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。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明のシールド掘進機の方向制御システムは、シールド掘進機の掘進方向を、シール
ド掘進機に作用させるジャッキ推力の作用力点を用いて制御するものである。以下に、本
発明のシールド掘進機の方向制御システムを、シールド掘進機の構成と併せて、図１～１
２を参照しながら説明する。
【００１９】
　シールド掘進機１０は、図１の側面図および図４の正面図で示すように、先端面にカッ
ターディスク２５を備えた筒状の外殻体１１と、外殻体１１の内周面に沿って周方向に設
けられる複数のシールドジャッキ１４を備える。これらは、カッターディスク２５を回転
させて地盤を掘進しつつ、外殻体１１の内部で組み立てたトンネル１２の内壁面を覆うセ
グメント１３を掘進反力にして、シールドジャッキ１４のジャッキ推力を用いてシールド
掘進機１０を推進させる動作を繰り返し、順次掘進作業を行ってゆく。
【００２０】
　また、シールド掘進機１０には、その内部に、コンピュータからなり、シールド掘進機
１０の駆動制御を実行するシールド制御装置１５と、シールド掘進機１０の位置測量や計
測を行うための計測機器として、自動測量機能が備えられている場合には、少なくともレ
ーザー発振機１６、光波距離計１７、およびレーザーターゲット１８が装備されている。
なお、自動測量機能が備えられていない場合は、水平方向はジャイロとストローク計によ
り、垂直方向は水レベル計とピッチング計により、シールド掘進機１０の位置の演算を実
施する。
【００２１】
　このような計測機器は、地上に設けられたコンピュータからなる掘進管理／線形管理装
置２０と接続されており、掘進管理／線形管理装置２０では、上記の計測機器から得た掘
進作業中の各種データの収集・計算・記録・蓄積を行うとともに、シールド掘進機１０の
稼働状況の監視する。また、シールド掘進機１０の位置・姿勢および施工計画に基づく計
画線形Ｌに対する逸脱量を把握して、シールド掘進機１０の線形管理を行う。
【００２２】
　シールド掘進機１０の方向制御システム１００は、上記の掘進管理／線形管理装置２０
と、これに接続される方向制御装置３０とを備えており、方向制御装置３０は、図２で示
すように、入力装置３１と、出力装置３２と、中央演算処理装置３３と、ファイル装置３
４と、メインメモリ３５とを備えている。
【００２３】
　入力装置３１は、例えばキーボード、スキャナー、スイッチ等であり、出力装置３２は
、ディスプレイやプリンター等が挙げられる。中央演算処理装置３３は、ＣＰＵ、ＧＰＵ
、ＲＯＭ、ＲＡＭ及びハードウェアインタフェース等を有するコンピュータである。また
、ファイル装置３４は、半導体メモリ又はハードディスクドライブ等からなる記憶装置で
あり、後に詳細を述べるが、少なくとも測量ファイル３４１、回帰分析結果格納ファイル
３４２、およびジャッキパターンテーブルファイル３４３が格納されている。
【００２４】
　メインメモリ３５は、中央演算処理装置３３によって実行可能なプログラムやデータを
一時的に格納するものであり、後に詳細を述べるが、少なくも実目標値算出部３５１、回
帰分析結果取得部３５２、力点位置算出部３５３、およびジャッキパターン選択部３５４
が備えられている。そして、上述する構成の方向制御装置３０は、多重伝送装置親局２１
および多重伝送装置子局２２を介して、シールド制御装置１５と接続されている。
【００２５】
　このように、方向制御装置３０を介してシールド制御装置１５と方向制御システム１０
０とを連携させて、施工計画に基づく計画線形Ｌからシールド掘進機１０が大きく逸脱す
ることのないよう、シールド掘進機１０が所定区間を掘進するごとに、その掘進方向を制
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御する。具体的には、シールド掘進機１０を計画線形Ｌに沿うよう掘進させるべく、シー
ルド掘進機１０に作用するジャッキ推力の作用力点として推奨する推奨力点を方向制御シ
ステム１００を用いて算出し、この推奨力点を用いてシールド掘進機１０の掘進方向をシ
ールド制御装置１５にて制御する。
【００２６】
　以下に、方向制御システム１００の詳細とシールド掘進機１０の方向制御方法を、図３
で示すフロー図にしたがって説明する。なお、本実施の形態では、シールド掘進機１０が
所定区間としてセグメント１３の１リング分を掘進するごとに、計画線形Ｌからシールド
掘進機１０が逸脱することのないよう、掘進方向の制御を行う場合を事例に挙げ、説明す
る。
【００２７】
＜ＳＴＥＰ１＞
　シールド掘進機１０により地盤をセグメント１３の１リング分を掘進した後、シールド
掘進機１０を一旦停止させ、前述の計測機器を用いてシールド掘進機１０の位置を計測し
、掘進管理／線形管理装置２０に記録する。
【００２８】
　また、前述の計測機器から得た計測結果に基づいて、シールド掘進機１０の実績ストロ
ーク差、実績ピッチング角および実績ピッチング角度差を、掘進管理／線形管理装置２０
にて算出し記録する。
【００２９】
　なお、ストローク差は、シールド掘進機１０の水平面内における左右方向の回転量であ
り、図４で示すような、シールド掘進機１０の正面視で左右端に位置する一対のシールド
ジャッキ１４１の、伸長量から算定される。そして、実績ストローク差は、セグメント１
３の１リング分を掘進した後のストローク差をいう。
【００３０】
　ピッチング角は、図４で示すような複数のシールドジャッキ１４のうち、上下端に位置
するシールドジャッキ１４２のストローク差から算出、あるいはシールド掘進機１０に装
備されている計測機器により測定される。そして、実績ピッチング角は、セグメント１３
の１リング分を掘進した後のピッチング角、実績ピッチング角度差は、セグメント１３の
１リング分を掘進した前後のピッチング角の差を、それぞれいう。
【００３１】
　さらに、図４で示すように、シールド掘進機１０に作用したシールドジャッキ１４のジ
ャッキ推力から、シールド掘進機１０の軸線Ｏを通る水平方向線上の実績水平力点Ｈ１、
垂直方向線上の実績垂直力点Ｐ１を、掘進管理／線形管理装置２０にて算出し記録する。
【００３２】
　水平力点は、シールド掘進機１０に作用した複数のシールドジャッキ１４各々の、ジャ
ッキ推力の合力に基づいて算出したシールド掘進機の軸線Ｏを通る水平方向線上の作用点
であり、実績水平力点Ｈ１は、セグメント１３の１リング分を掘進した後の水平力点をい
う。また、垂直力点は、シールド掘進機１０に作用した複数のシールドジャッキ１４各々
の、ジャッキ推力の合力に基づいて算出した、シールド掘進機の軸線Ｏを通る水平方向線
と直交する垂直方向線上の作用点であり、実績垂直力点Ｐ１は、セグメント１３の１リン
グ分を掘進した後の垂直力点をいう。
【００３３】
　これらシールド掘進機１０の位置、実績ストローク差、実績ピッチング角、実績ピッチ
ング角度差、実績水平力点Ｈ１および実績垂直力点Ｐ１の各データは、計測または算出さ
れるごとに掘進管理／線形管理装置２０に記録されるだけでなく方向制御装置３０に送信
され、ファイル装置３４の測量ファイル３４１に格納・蓄積される。
【００３４】
　上記の作業を繰り返し、各データが所定の数量蓄積されたところで、＜ＳＴＥＰ２＞以
降の作業を開始する。なお、本実施の形態では、掘進開始時からセグメント１３の３０リ
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ング分だけ各データを蓄積するまで、上述の作業を繰り返したが、各データの蓄積数量は
、施工現場の地盤状況やシールド掘進機１０の性能等に応じて、適宜決定すればよい。
【００３５】
＜ＳＴＥＰ２＞
　シールド掘進機１０の現在位置からシールド掘進機１０の計画線形Ｌに対する逸脱量Ｄ
ｈ、Ｄｐを、掘進管理／線形管理装置２０にて算定する。逸脱量Ｄｈは、図５（ａ）で示
すような計画線形Ｌに対するシールド掘進機１０の水平方向のズレ量であり、逸脱量Ｄｐ
は、図５（ｂ）で示すような計画線形Ｌに対するシールド掘進機１０の鉛直方向のズレ量
である。
【００３６】
　なお、シールド掘進機１０の現在位置は、ファイル装置３４の測量ファイル３４１に蓄
積されている、シールド掘進機１０の位置情報の最新値がこれに相当する。また、シール
ド掘進機１０の計画線形Ｌに対する逸脱量Ｄｈ、Ｄｐも、掘進管理／線形管理装置２０か
ら方向制御装置３０に送信されることにより、ファイル装置３４の測量ファイル３４１に
格納・蓄積される。
【００３７】
　算定した逸脱量Ｄｈ，Ｄｐに基づいて、現場職員は、計画線形Ｌから逸脱したシールド
掘進機１０を、次の掘進作業で計画線形Ｌに戻しつつ沿わせるための進行計画を立案する
とともに、進行計画を実現するためのストローク差とピッチング角の進行目標値、もしく
はピッチング角度差の進行目標値（ピッチング角の現在値とピッチング角の進行目標値と
の差）を算出する。
【００３８】
　具体的には、計画線形Ｌに戻しつつ沿わせるための予想線形を作成するとともに、予想
線形にのせるためのシールド掘進機１０の曲げ量を算出する。算出した曲げ量を生じさせ
るために必要なシールドジャッキ１４のジャッキ推力を、垂直および水平方向のベクトル
量として計算する。その計算結果から、このジャッキ推力を生じさせるための最適なスト
ローク差とピッチング角、もしくはピッチング角度差（ピッチング角の現在値とジャッキ
推力を生じさせるための最適なピッチング角との差）を算出する。これらを、ストローク
差の進行目標値、およびピッチング角の進行目標値もしくはピッチング角度差の進行目標
値として設定し、入力装置３１を介して方向制御装置３０に入力する。
【００３９】
＜実目標値算出部＞
　方向制御装置３０に進行目標値が入力されたところで、中央演算処理装置３３がメイン
メモリ３５に格納されている実目標値算出部３５１の指令を受け、ファイル装置３４の測
量ファイル３４１に格納されている、ストロークの現在値を取り出し、これと進行目標値
との差からストローク差の実目標値を算出する。同様に、ファイル装置３４の測量ファイ
ル３４１に格納されている、ピッチング角の現在値を取り出し、これと進行目標値（ピッ
チング角度差もしくはピッチング角）を参照し、ピッチング角度差の実目標値（目標ピッ
チング角度差）を算出する。
【００４０】
　なお、ストローク差およびピッチング角の現在値は各々、ファイル装置３４の測量ファ
イル３４１に蓄積されている、実績ストローク差および実績ピッチング角の各々の最新値
が、これに相当する。
【００４１】
＜回帰分析結果取得部＞
　次いで、中央演算処理装置３３がメインメモリ３５に格納されている回帰分析結果取得
部３５２の指令を受け、ファイル装置３４の測量ファイル３４１に格納されている実績ス
トローク差と実績水平力点Ｈ１を用いて、両者の回帰分析をデータ数を変更して複数回実
施する。同様に、ファイル装置３４の測量ファイル３４１に格納した実績ピッチング角度
差と実績垂直力点Ｐ１を用いて、両者の回帰分析をデータ数を変更して複数回実施する。
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【００４２】
　本実施の形態では、＜ＳＴＥＰ２＞を開始するまで＜ＳＴＥＰ１＞の作業を３０回繰り
返し、セグメント１３の３０リング分だけ実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１を蓄積し
ている。そこで、回帰分析に用いるデータの数量を、３０リング分のデータのうち、最新
のデータから連続して（以降、直近という）１０リング分、直近２０リング分、および３
０リング分全部の３パターンを準備し、この３パターン各々で回帰分析を行った。
【００４３】
　実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１の回帰分析結果を、例えば図６（ａ）～（ｃ）の
ようなグラフとして、また、実績ピッチング角度差と実績垂直力点Ｐ１の回帰分析結果を
、例えば図７（ａ）～（ｃ）のようなグラフとして、それぞれ出力装置３２に出力する。
これと同時に、ファイル装置３４の回帰分析結果格納ファイル３４２にも、実績ストロー
ク差と実績水平力点Ｈ１の回帰分析結果および実績ピッチング角度差と実績垂直力点Ｐ１
の回帰分析結果を格納する。
【００４４】
＜力点位置算出部＞
　実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１の回帰分析結果、および実績ピッチング角度差と
実績水平力点Ｐ１の回帰分析結果の各々について、中央演算処理装置３３が、メインメモ
リ３５に格納されている力点位置算出部３５３の指令を受け、３パターンの中から最も高
い相関係数を得たデータ数に基づく回帰直線を選択する。
【００４５】
　この後、次の掘進作業でシールド掘進機１０を計画線形Ｌに戻しつつ沿うよう掘進させ
るべく、ジャッキ推力の作用力点として推奨する推奨力点を設定するための推奨水平力点
Ｈ２を、選択された実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１の回帰直線に、実目標値算出部
３５１で算出したストローク差の実目標値を当てはめることにより算出する。同様に、推
奨力点を設定するための推奨垂直力点Ｐ２を、選択された実績ピッチング角度差と実績垂
直力点Ｐ１の回帰直線に、実目標値算出部３５１で算出したピッチング角の実目標値（目
標ピッチング角度差）を当てはめることにより算出する。
【００４６】
　例えば、実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１の相関係数について、図６（ａ）～（ｃ
）をみると、図６（ｂ）の直近２０リング分のデータを用いて回帰分析を行った場合の相
関係数Ｒが０．７５と最も高く、相関関係をよく表している。したがって、本実施の形態
では推奨水平力点Ｈ２の算定に、直近２０リング分のデータから得た回帰直線を選択した
。
【００４７】
　一方、実績ピッチング角度差と実績垂直力点Ｐ１の相関係数について、図７（ａ）～（
ｃ）をみると、図７（ｃ）の直近３０リング分のデータを用いて回帰分析を行った場合の
相関係数Ｒが０．７５と最も高く、相関関係をよく表している。したがって、本実施の形
態では推奨垂直力点Ｐ２の算定に、直近３０リング分のデータから得た回帰直線を選択し
た。
【００４８】
　このような、回帰直線の選択作業は、例えば、図８で示すように、シールド掘進機１０
が一様な地盤を掘進している場合や、図９で示すような地盤の変化直前直後の地点を掘進
する場合には、上記の手順のとおり、データの数量を変えた３パターンのうち、もっとも
相関係数の高いものを、力点位置算出部３５３にて自動選択させるとよい。これにより、
現地盤の特性を的確に反映した回帰直線を用いて、推奨水平力点Ｈ２および推奨垂直力点
Ｐ２を算定できる。したがって、これらを用いて設定した推奨力点の信頼性も高いものと
なり、推奨力点を用いたシールド掘進機１０の方向制御に係る正確性も向上させることが
可能となる。
【００４９】
　また、シールド掘進機１０が、図１０で示すような地盤が変化した後の地点をシールド
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掘進機１０が掘進する場合は、地盤性状が一様な範囲にある直近１０リング分のデータよ
り得た回帰分析結果の方が、直近３０リング分のデータより得た回帰分析結果よりも相関
係数が高くなる。そして、直近３０リング分のデータよりも直近１０リング分のデータの
方が、変化後の地盤の特性を的確に反映していることになる。したがって、直近１０リン
グ分のデータを用いて回帰分析を行った場合の回帰分析を選択し推奨水平力点Ｈ２および
推奨垂直力点Ｐ２を算出することにより、地盤の変化に対して迅速に対応した推奨力点を
設定することが可能となる。
【００５０】
　なお、回帰直線の選択作業は、現場職員もしくはシールド掘進機１０のオペレーターが
、シールド掘進機１０の現在位置と地盤の状況および出力装置３２に出力された算出結果
を総合的に判断し、入力装置３１を介して最も適している回帰直線を手動で選択してもよ
い。
【００５１】
＜ＳＴＥＰ３＞
　上記のとおり、適宜選択された実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１の回帰直線と、ス
トローク差の実目標値から算定した推奨水平力点Ｈ２、および実適宜選択された実績ピッ
チング角度差と実績垂直力点Ｐ１の回帰直線と、ピッチング角度差の実目標値（目標ピッ
チング角度差）から算定した推奨垂直力点Ｐ２を合成し、図１１で示すように推奨力点を
決定する。これらは、出力装置３２だけでなく、ファイル装置３４の回帰分析結果格納フ
ァイル３４２に格納するとともに、多重伝送装置親局２１および多重伝送装置子局２２を
介して、シールド制御装置１５の操作盤（図示せず）に出力させる。
【００５２】
　シールド掘進機１０のオペレーターは、シールド制御装置１５の操作盤上に表示された
推奨力点を参照しつつ、シールド掘進機１０の性能や地盤状況を勘案し、図１２で示すよ
うに、シールド掘進機１０を計画線形Ｌに戻しつつ沿うよう最適な作用力点として目標力
点を決定し、シールド制御装置１５に入力する。これにより、オペレーター個々人の技能
差等による判断ブレを最小限に抑えて、常時安定した精度の目標力点を決定することが可
能となる。
【００５３】
　この後、シールド制御装置１５にシールドジャッキ１４の自動選択およびジャッキ同調
圧の自動制御を実施可能なシステムが搭載されている場合には、シールド掘進機１０の掘
進作業を再開するのみで、運転中のシールド掘進機１０に作用するジャッキ推力の実力点
が、目標力点を追従するよう自動制御される。したがって、シールド掘進機１０に対して
、安定した方向制御を実施することが可能となる。
【００５４】
　なお、目標力点を設定せず、推奨力点をシールド掘進機１０を計画線形Ｌに戻しつつ沿
うよう最適な作用力点として採用することにより、シールド掘進機１０の自動運転技術に
活用できる。
【００５５】
　一方、シールド制御装置１５が、上記のようなシールドジャッキ１４の自動制御に係る
システムを搭載していない場合には、方向制御装置３０の中央演算処理装置３３が、メイ
ンメモリ３５に格納されているジャッキパターン選択部３５４の指令を受け、ファイル装
置３４に格納されているジャッキパターンテーブルファイル３４３から、シールド掘進機
１０のオペレーターが決定した目標力点に作用力点が最も近いジャッキパターンを選択す
る。
【００５６】
　もしくは、ファイル装置３４に格納されているジャッキパターンテーブルファイル３４
３を方向制御装置３０の出力装置３２に出力させ、シールド掘進機１０のオペレーターの
判断により、最適なジャッキパターンを適宜選択してもよい
【００５７】
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　このように、選択したジャッキパターンに係る情報を、方向制御装置３０を介してシー
ルド制御装置１５に制御信号として出力する。これにより、シールド掘進機１０は、セグ
メント１３の１リング分を掘進した後に、シールド掘進機１０に作用する実力点が目標力
点に近接するよう、シールド制御装置１５によって掘進制御される。
【００５８】
　なお、ファイル装置３４に格納されているジャッキパターンテーブルファイル３４３に
は、シールド掘進機１０に作用させるジャッキ推力の作用力点とこれを実現するシールド
ジャッキ１４のジャッキパターンの組み合わせが、複数組データ化されて格納されている
。
【００５９】
　また、＜ＳＴＥＰ２＞および＜ＳＴＥＰ３＞を経て、セグメント１３の１リング分だけ
掘進した後のシールド掘進機１０のストローク差、ピッチング角度、およびピッチング角
度と１リング前のピッチング角度との差はそれぞれ、実績ストローク差、実績ピッチング
角、および実績ピッチング角度差として、掘進管理／線形管理装置２０およびファイル装
置３４の測量ファイル３４１に格納・蓄積される。
【００６０】
　同様に、セグメント１３の１リング分掘進させた後のシールド掘進機１０に作用したジ
ャッキ推力の実力点は、実績水平力点Ｈ１および実績垂直力点Ｐ１として、掘進管理／線
形管理装置２０およびファイル装置３４の測量ファイル３４１に格納・蓄積される。
【００６１】
　上述する＜ＳＴＥＰ１＞～＜ＳＴＥＰ３＞の作業を、シールド掘進機１０が目標地点に
到達するまで、セグメント１３の１リング分を掘進するごとに繰り返す。
【００６２】
　本発明のシールド掘進機の方向制御システム１００は、上記実施形態に限定されるもの
ではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々の変更が可能である。
【００６３】
　例えば、本実施の形態では、実績ストローク差と実績水平力点Ｈ１および実績ピッチン
グ角度差と実績垂直力点Ｐ１の各々について、回帰分析に用いるデータの数量を、３０リ
ング分のデータのうち、掘進作業の直近１０リング分、直近２０リング分、および直近３
０リング分の３パターンを準備した。しかし、データの数量はこれに限定されるものでは
なく、回帰分析に用いるデータ数量のパターン数も、いずれに設定してもよい。
【００６４】
　また、本実施の形態では、推奨水平力点Ｈ２および推奨垂直力点Ｐ２を算定する際に用
いる回帰分析結果として回帰直線を採用したが、必ずしもこれに限定されるものではなく
、例えば、多項式近似曲線や指数近似曲線等の近似曲線を用いてもよい。
【符号の説明】
【００６５】
１０　　　シールド掘進機
１１　　　外殻体
１２　　　トンネル
１３　　　セグメント
１４　　　シールドジャッキ
１５　　　シールド制御装置
１６　　　レーザー発振機
１７　　　光波距離計
１８　　　レーザーターゲット

２０　　　掘進管理／線形管理装置
２１　　　多重伝送装置親局
２２　　　多重伝送装置子局



(11) JP 2019-82003 A 2019.5.30

10

３０　　　方向制御装置
３１　　　入力装置
３２　　　出力装置
３３　　　中央演算処理装置
３４　　　ファイル装置
３４１　　測量ファイル
３４２　　回帰分析結果格納ファイル
３４３　　ジャッキパターンテーブルファイル
３５　　　メインメモリ
３５１　　実目標値算出部
３５２　　回帰分析結果取得部
３５３　　力点位置算出部
３５４　　ジャッキパターン選択部

１００　　方向制御システム

【図１】 【図２】
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